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 津波災害発生時の住民間情報伝達と避難行動に着目し，津波被災想定地域における避難計画を評価する

ための手法を開発する．本評価手法は，非線形長波理論に基づく津波氾濫解析，偏ネット生成モデルに基

づく住民間情報伝達，避難行動解析の３つのシミュレーション要素で構成される．本手法を，米国ワシン

トン州ブレマートン市における想定津波災害に適用した結果，津波災害の時空間における自然現象と社会

現象を視覚的に把握し，想定した津波避難計画の問題点を抽出することができた．  
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１．はじめに 
 
 平成９年に関連７省庁から津波防災対策指針１）が

提案されて以来，沿岸部自治体では，防災構造物だ

けでなく，津波予警報等の情報伝達体制や避難体制

を含めた総合的な津波防災対策が進められつつある．

上記指針にも明記されているように，将来沿岸部に

来襲する津波が計画規模の津波高を上回る可能性が

あり，防災構造物の機能限界を正しく認識したうえ

で，それを超えるものについては他の方法での対策

を準備しておく必要がある．すなわち，津波災害か

ら生命を守るためには，守る側（行政）だけではな

く，守られる側（住民）の努力も求められることが

明記された． 

平成 15 年 5 月 26 日，三陸地方南部を震源とする

マグニチュード７の地震が発生した．この地震によ

り，岩手県，宮城県を中心に三陸沿岸部で震度４～

６の地震動が観測され，津波の発生が直ちに懸念さ

れた．実際にはこの地震の震源は 71Km と深く，結

果的に有意な海面変動は観測されなかったが，この

地震の揺れは過去大津波を引き起こした明治・昭和

の三陸地震の時よりも強いものであった．このとき，

気象庁による「潮位の変化はあるが津波被害のおそ

れなし」の情報が発表されるまで 12 分の時間が経

過しており，いわば津波情報が発令されるまでの空

白の 12 分間となった．この間の住民がとった行動

は，将来発生が確実視されている宮城県沖地震にお

ける住民の津波避難に対する意識を見るうえでも興

味深い．地震後，著者らは三陸地方に赴き，今回の

地震直後の住民の津波避難行動に関する聞き取り調

査を行った２）．調査の結果，多くの住民が地震直後

に津波のことを想起しているにも関わらず，自宅で

テレビを見ながら津波の情報を待つという，災害情

報に過度に依存した姿勢が見られた．津波災害から

生き延びる唯一の方法は，海際で地震の揺れを感じ

たら直ちに避難することであり，そのためには災害

情報を出す側の努力だけでなく，情報に過度に依存

しない住民の災害文化の形成が重要であろう． 

 本研究では，津波発生時の情報伝達と避難行動に

着目して，津波の発生から市街地氾濫，住民への災

害情報伝達，避難行動という一連の災害過程を総合

的に記述するシミュレーションモデルを開発する．

シミュレーション結果の可視化により，災害情報に

依存したコミュニティにおける津波災害に対するぜ

い弱性を評価する．この評価結果は，情報の出し手

側（行政）にとっての避難計画の有効性を評価する

ことになると同時に，情報の受け手側（住民）にと

っても，情報に過度に依存した津波避難意識に対す

る警笛として有効に活用できるという２面性を有す

ることを示す． 

 モデルの適用には，近年の地殻活動の活発化に伴

い，直下を走る活断層上のマグニチュード7.6規模
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の大地震による津波の発生が懸念されている，米国

ワシントン州シアトル郊外のブレマートン市を対象

とした．当地は，日本のように津波防災構造物が存

在しない上に，津波災害に対する防災意識が住民間

にはほとんどなく，地震発生直後の自主避難が期待

できない地域である．住民が避難勧告等の災害情報

に完全に依存した状態であり，本手法の検証に適し

た地域であると判断したためである． 
 
２．津波避難計画評価の手法 
 
本研究で提案する津波避難計画の評価手法は，以

下の３つのシミュレーション要素で構成され，それ

ぞれのシミュレーション要素を地理情報システム

（GIS）上で統合する．すなわち，（１）津波の外

力想定に関する要素，（２）津波警報や避難勧告等

の住民への情報伝達に関する要素，（３）避難所に

住民が到達するまでの避難行動に関する要素を統合

し，津波の発生から避難開始，あるいは被災するま

での物理的・社会的現象を総合的に記述することに

よって，避難計画の有効性を評価する． 

コンピュータ上で展開される津波災害の仮想時空

間において，各シミュレーション要素で求められる

解は，他の要素に対する境界条件となる．たとえば，

対象領域に居をかまえる住民は，地震発生後，なん

らかの情報を受け取ってから，避難の意思決定を行

い，行動に移る．避難の意思決定を促す情報は，地

震動そのものである可能性もあるが，ここでは津波

警報や避難勧告などのさまざまな伝達媒体を経て伝

えられる情報であると仮定する．現在の我が国の津

波予警報システムでは，発震後数分で津波有無の情

報が出され，津波の恐れがある場合には，ただちに，

津波警報が各管区気象台や報道機関を通じて発令さ

れる．その情報は地域に伝達され，最終的に住民の

避難行動の開始を促す．すなわち，住民一人ひとり

が情報を取得した時間が避難行動を開始する最も早

い時間になる．一方，災害情報の伝達，地域住民の

避難行動という社会現象と並行して，津波は沿岸部

に到達し，市街地氾濫に到る．避難計画の評価のた

めには，上記の社会現象と物理現象をコンピュータ

上の仮想空間において同一の時間軸で再現しなけれ

ばならない．以下では，本研究で提案する評価法の

基礎となる３つのシミュレーション要素と，その統

合化について述べる． 

 

（１）津波の市街地氾濫シミュレーション 

 地震津波の発生から，沿岸部への伝播，市街地氾

濫を予測するモデルには，底面摩擦項を含む非線形

長波式を Leap-frog 法で差分化したモデル３）を採

用する．シミュレーションの初期条件となる津波初

期水位分布は，断層運動に起因する海底地盤の鉛直

変動量と等価であると仮定し，断層運動の諸量を表

すパラメータから地盤変動量を Okada（1985）の解

析解を用いて求める４）．  

 

（２）津波災害時の情報伝達シミュレーション 

a) 災害時情報伝達シミュレーションの概要 

 津波災害時の情報伝達シミュレーションとは，対

象地域における津波災害の時空間において，津波予

警報，避難勧告・指示等の災害情報が住民に発令さ

れてから，その情報がメディアを通じて伝達される

過程を表現するものである．地域の社会構造が，そ

の集団を構成する個人間のネットワーク構造である

と解釈するならば，地域間を情報が伝達してゆく過

程は，図-１に概念的に示すように，ネットワーク

そのものの生成過程にほかならない．すなわち，こ

のネットワークの生成プロセスを数理社会学的に分

析することにより，地域住民間の情報伝達特性を議

論することができる． 

 住民間の情報伝達ネットワーク形成過程のモデル

化には，数理社会学における偏ネットモデル５）,６）

を適用する．偏ネットモデルとは，社会において任

意の個人を出発点としたネットワークが形成される

過程において，結合する相手の選択がランダムなも

のであると仮定するのではなく，特定の個人に対し

て偏向（バイアス）が作用することを仮定したモデ

ルである．たとえば，ある個人が別の個人を友人と

して選択した場合には，選択された個人が逆に，自

分を選択した者を友人として選択する確率が高くな

る．この選択の偏向性が偏ネットモデルにおけるバ

イアスとして定義される．片田ら（1999）は，偏ネ

ットモデルを災害時における住民間情報伝達過程の

分析に応用した７）．本研究では，片田らのモデルを

津波災害の時空間に適用する． 

  

b) 口頭による情報伝達過程に生じるバイアス 

 偏ネットモデルで定義されるバイアスには，主に

「反射的バイアス」，「推移的バイアス」がある．

図-２に示すように，これらのバイアスは，ネット

ワークを生成する個人二者間の布置関係に基づいて

定義されている．反射的バイアスとは，ある個人 A

から情報伝達の相手として選択された個人 B が，自

らを選択した相手 A を選択し返すときに定義され，

推移的バイアスとは，同一の相手 C に選択された二

人の A，B が，二人の間で互いに選択しあう場合に

住民間情報伝達 ・口頭
・電話

発災

行政・自治体

・情報発令 情報伝達メディア

・同報無線
・広報車
・マスメディア

住民間情報伝達 ・口頭
・電話

発災

行政・自治体

・情報発令 情報伝達メディア

・同報無線
・広報車
・マスメディア

図-１ 情報伝達ネットワーク形成モデルの概念
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定義される．偏ネットモデルでは，個人間のランダ

ム選択を基本過程とし，情報を伝達する個人二者間

の布置関係に基づき，これらのバイアスを作用させ

てネットワークを生成する．個人 A，B 間の布置関

係には，(a)バイアスが生じない関係，(b)反射的バ

イアスが生じる関係，(c)推移的バイアスが生じる

関係の３つの可能性を考慮し，それぞれのバイアス

事象が発生した場合の選択確率は，(a) : d=Z/(N-

1), (b) : P1=π+(1-π)d，(c) : P2=σ+(1-σ)d，

とそれぞれ表せる．D は個人 A が B をランダムに選

択する確率である．N は地域を構成する住民の総数

で，Z はある個人が選択する相手の数である．π，

σはそれぞれ，反射的バイアス事象，推移的バイア

ス事象の発生確率である． 

 ところで，個人間の口頭による情報伝達には，そ

の個人間の物理的な距離や伝達する相手数の制約が

ある．特に，災害時においては身近に位置する人々

への情報伝達が増加する．シミュレーションでは，

あらかじめ情報を伝達する個人の選択に対し距離と

伝達相手数の制約を設けるようにする．これらの制

約条件はシミュレーションのアルゴリズムにおいて

すべて変数として定義する． 

 

c) 他の媒体を通じた情報伝達 

 個人間の口頭による情報伝達に加え，本シミュレ

ーションでは，電話，同報無線や広報車，テレビや

ラジオ等の大衆メディアによる情報の伝達も考慮す

る．これらのメディアによる情報伝達を導入する場

合には，スピーカ等の性能（情報到達範囲）や時間

帯による情報取得率の変化も考慮する．広報車の走

行経路はあらかじめ決定しておき，シミュレーショ

ンの実施にともない逐次移動させながら情報を伝達

していく． 

 

d) シミュレーションの実行 

 シミュレーションの実行にあたり，以下のデータ

を準備する． 

・ 対象領域の世帯情報と街路網データ 

・ 広報車の巡回経路や，同報無線の位置・個数 

・ 口頭による情報伝達過程の特性情報（バイアス

パラメータ，情報伝達相手数，情報伝達距離） 

・ 各種情報伝達メディアの特性情報（情報到達範

囲．情報取得率，情報の発令時刻） 

なお，世帯情報と街路網データは市販のものを利

用し，ポリゴンで形成される世帯の中心点を情報伝

達過程における個人として表現する．ポリゴンの中

心点をノードとし，街路線をリンクとしてネットワ

ークデータを作成する．図-３に，作成したネット

ワークの一例を示す．なお，広報車の走行経路はす

べてこのネットワーク上で定義される．シミュレー

ションは，片田ら（1999）の流れ図に従って実行す

る７）． 

 

（３）津波避難行動シミュレーション 

 津波の避難行動解析は，情報伝達シミュレーショ

ンで作成したネットワークデータを用いて，各避難

対象世帯から指定した避難所までの最短経路探索問

題（移動時間に関する最小コスト問題）として扱う．

住民の避難行動解析については，人間の経路選択の

曖昧さ等を表現するものではなく，あらかじめ設定

された避難経路を用いて避難することを前提として

いる．これは，津波災害の対象地域に居住する住民

をその解析対象としているためで，避難計画とは，

あらかじめ決めておいた経路を災害時においても間

違いなく利用することが前提となるためである．こ

こでの津波避難経路設定は，第１近似として最短経

路探索問題としたが，対象領域において避難路がす

でに決まっている場合には，その経路を元にネット

ワークを生成することで実現象に近づけることが可

能である．現段階では歩行のみによる避難を仮定し，

情報伝達シミュレーションから得られた情報取得時

刻を避難行動の開始時刻とする．シミュレーション

実行に必要なデータを以下に列挙する． 

・ 対象領域の街路・世帯のネットワークデータ 

・ 避難所の位置データ 

・ 世帯毎の避難開始時間（情報取得時間）データ 

 

（４）シミュレーション要素の統合 

 上に述べたシミュレーション要素を統合し，仮想

時空間において進行する津波災害過程を効果的に表

示 す る た め に ， GIS （ Geographic Information 

System）のもつ優れた情報処理・分析機能を利用す

る．GIS を利用した防災研究には数多くの事例があ

り，今後防災分野での技術発展とその活用が期待さ

れている．片田ら（2000）は，河川堤防の決壊によ

図-２ バイアスパラメータの定義（片田ら，1999）

図-３ 作成されるネットワークの一例
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る洪水時の災害時空間における避難勧告等の情報伝

達に着目し，防災情報システム評価のための GIS ア

プリケーションを開発した８）．片田らにより開発さ

れた GIS アプリケーションは，ESRI 社の ArcView 

3.2 を基礎とし，ArcView に備わるスクリプト言語

（Avenue）でインターフェースが構築されており，

汎用性が高い．情報伝達のシミュレーションはこの

インターフェースにより制御され，あらかじめ構築

しておいた GIS データベースからのデータ読み込み，

ダイナミックリンクライブラリ（DLL）化したシミ

ュレーションプログラムの実行，結果の可視化を行

うためのコマンドを制御する． 

 本研究では，片田らにより開発されたインターフ

ェースを津波災害の仮想時空間の構築に拡張する．

具体的には，津波の氾濫シミュレーションにおいて

出力した各グリッドにおける氾濫水位，流速の空間

分布の時系列データを GIS データベースに格納し，

それらをバックグラウンドで逐次呼び出しながら情

報伝達，避難の各シミュレーションを実行する．し

かしながら，浸水した地域における情報伝達経路の

寸断や，津波氾濫流に巻き込まれた住民の取り扱い

は現段階では行わない．この点については今後の課

題である． 

 

３．評価手法の適用例 

ここでは，前述の手法を米国ワシントン州ブレマ

ートン市の想定津波災害に適用した事例を示す．ブ

レマートン市は，氷河により削られたフィヨルド地

形である Puget Sound の入り江の奥に位置する人口

４万人の都市であり，ワシントン州最大の都市シア

トルの約 20 Km 西方に位置する．直下にはシアトル

断層と呼ばれる活断層が東西に走り，シアトル市と

共に，地震により発生する津波の被害が懸念されて

いる．しかも，Puget Sound に面した地域は太平洋

から遠く離れており，カスケード沈み込み帯で発生

するプレート型巨大地震津波に対する備えが全く行

われていない．また，この地域では米国建国以後の

津波被災歴が無いため，住民の津波防災意識は極端

に低い．したがって，我が国のように地震の揺れを

感じたら津波が来るという教訓が定着しておらず，

地震発生後如何に効果的な避難情報伝達活動を展開

できるかが人的被害軽減の最重要課題となる． 

 

 （１）GIS データの整備 

シミュレーションを実行するにあたり，以下の

GIS データを取得・整備した．  

・ 対象領域の世帯・街路データ．これは Kitsap 

County から提供を受けた． 

・ 広報車，ヘリコプタの移動ルート，同報無線の

位置に関する空間情報．Kitsap County の防災担

当者と協議のうえ仮想に設定した． 

・ 津波氾濫解析のための水深・陸上地形グリッド

データセット．これはワシントン大学から提供を

受けた９）．空間解像度は 30m である． 

 図-４に津波伝播・氾濫シミュレーションの対象

図-４ 津波の氾濫シミュレーション対象領域

図-５ 避難計画の評価対象領域 

防災無線 マスメディア

可聴範囲 250m
聴取率 30% 40%
伝達回数 3回 3回
１回目 5分 3分
2回目 10分 8分
3回目 15分 13分

広報車 ヘリコプタ

可聴範囲 250m 500m
聴取率 30% 30%

伝達時間間隔 50秒 60秒
走行速度 5km/hr 60km/hr
出発時刻 5分後 5分後

表-１ 情報伝達シミュレーションパラメータ 
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領域とシアトル断層地震（想定マグニチュードは

7.6）の発生による推定地盤変動分布を示す．図の

実線は，地盤上昇量のコンター（1 m 毎）で，点線

は地盤沈降量のコンター（25 cm 毎）である．ここ

で想定している地震の詳細については越村ら

（2002）を参照されたい 10）．図-５は，避難計画の

評価を行う領域である．対象領域には 14648 世帯あ

り，そのうち避難対象世帯を標高 20 m 以下に位置

する世帯とした．津波避難所は指定されていないの

で，標高 20 m の地点を避難場所として定義する

（図-５の灰色の領域）．  

（２）情報伝達シミュレーションの実行 

 表－１に示すシナリオを仮定して，対象地域にお

ける災害情報伝達シミュレーションを実施する．広

報車は 2 台体制であらかじめ設定されたルートを通

って避難情報を伝達する．広報車は発震後 5 分で出

発し，一定の速度で走行しながら 50 秒間隔で自動

的に情報を伝達する．また，空からもヘリコプタに

より情報伝達を行うこととする．電話による住民間

の情報伝達については，モデルでの設定は可能であ

るが，地震時の輻輳を考慮して行われないものとす

る．マスメディアからは，発震後 3 分で第１回目の

避難情報が発令されると仮定し，以後 5 分ごとに同

様の情報を伝達する．また同報系の防災無線も，発

震後 5 分で避難に関する情報を流し，以後 5 分間隔

で放送を行うとする． 

 本シミュレーションは，ランダムネットワークの

生成を行うために，得られる解の安定性を考慮して，

試行回数を 100 回とし，その平均値を求めた．各世

帯の情報取得時間の空間分布を図-６に示す．全

14648 世帯の情報取得率は 98.42%であり，世帯平均

をとった情報取得時間は 6 分 25 秒であった．図の

黒丸が 5 分以内に情報取得を終了した世帯，灰色の

丸が 5 分から 10 分の間に情報取得を終了した世帯

である．ここで設定したシナリオに基づく情報伝達

体制では，全世帯の約 97％（14207 世帯）にあたる

世帯が発震後 10 分以内で情報を取得することが分

かった． 

 

（３）避難計画の評価 

 本研究で実行したシミュレーションでは，最終的

な解は，対象領域内の世帯の住民が発震後避難所に

到達するまでに要する時間として得られる．図-７

にその結果の一例を示す．津波は，図の南側の海岸

において浸水している（図中の灰色の地域）．図中

の計算津波波形からも分かるように，Bremerton は

シアトル断層の地盤変動域に位置しているため，地

震発生直後から津波が来襲し，発震後 10 分で最大

波が来襲する．来襲する津波の波高は３メートル程

度で，海面の振動は地震発生直後から 80 分以上継

続する．Puget Sound 内の詳細な津波の計算結果に

ついては Koshimura ら（2002）に詳しい 10）．図-６

からも分かるように，避難情報が各世帯に行き渡る

まで 10 分を要しているので，従来の避難体制では

津波来襲前に避難を完了することが不可能ある．津

波避難計画の最終的な目標は，津波の来襲前に避難

を完了するための情報戦略，避難路・避難所設定を

行うことにあるが，現段階では単に津波来襲時間と

の関連で津波避難計画を評価することは現実的では

ない．まず避難完了までにどこの領域が問題となっ

ていて，その問題の原因は何にあるかを調べる必要

がある．本研究ではシミュレーション結果の可視化

から，問題となる２つの地域を特定した．図-７に

示した一例では，問題となる地域を表示するために，

便宜的に避難完了まで 60 分以上かかった世帯を黒

丸で表示している．１つは図中の点線で囲った

（a）の領域である．ここは，北に延びる砂嘴の上

に世帯群が形成されており，設定した避難所まで到

達するには南北に延びる道路上を長距離移動しなけ

ればならない．すなわち，避難所位置の設定に問題

があることが分かる．一方，（b）の領域は，避難

所までの経路については問題無いものの，巡回する

広報車や同報無線からの避難情報の到達範囲の外に

ある世帯群であることが分かった． 

 今回の解析では，陸上における津波の浸水が図中

図-６ 情報伝達シミュレーション結果

図-７ 避難計画評価結果の一例 
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南側の海岸線において発生したものの，浸水域に世

帯は形成されておらず，この領域は米国海軍の造船

所であることが分かった．軍事上の理由から，この

造船所の領域に関しては一切の解析を行うことが出

来なかったが，仮に造船業務にあたる工員が存在す

る場合には，かなりの人的被害が発生することが予

想される． 

 

４．結論と今後の課題 

 津波の市街地氾濫，住民間災害情報伝達，避難行

動解析のシミュレーション要素を GIS 上に統合し，

特に情報伝達と住民避難に着目して，自治体が策定

する津波防災対策の有効性を評価するための手法を

開発した． 

 米国ワシントン州ブレマートン市において，居住

地の標高が 20 m 以下である世帯を避難対象として，

本評価手法を実施した結果，想定した情報伝達体制

において津波からの避難がうまくいかない地域を特

定できた．これらの地域においては，避難所設置の

再検討と，情報伝達体制の見直しが必要であること

が分かった．これは，同報無線や広報車からの情報

が届かない，広報車が通過する時間が遅い，避難所

への距離が遠いなどが原因であることがシミュレー

ション結果の可視化により分かった． 

 シミュレーションに基づく評価結果を可視化する

ことにより，津波災害の現象と情報伝達・避難行動

の状況を視覚的に把握することが可能となる．さら

に，津波危険区域における津波防災対策の事前評価

だけでなく，自治体職員や住民の防災意識を高める

啓発ツールとしての利用が可能である．本研究で提

案した手法を，自治体における津波避難計画の検証

や，住民の迅速な自主避難，自助努力による避難路

整備等に効果的かつ幅広く利用できるよう，拡張性

と汎用性を高めていく． 
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AN EVALUATION MODEL FOR TSUNAMI EVACUATION PLANNING FOCUSING 

ON THE TRANSMISSION OF DISASTER INFORMATION 
 

Shunichi KOSHIMURA and Toshitaka KATADA 
 

   Focusing on the transmission of disaster information within a coastal community, the authors develop a 
simulation model to evaluate a tsunami evacuation planning. The model consists of three simulation 
factors, i.e. tsunami inundation model based on the non-linear shallow water equations, disaster 
information and evacuation model based on the biased net model. The developed model is applied to City 
of Bremerton, Washington State, U.S. , that is under the threat of possible tsunami disaster due to Seattle 
Fault earthquake. 
    


